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メリカの主婦の多数派である実態に触れて，   
「－－一既婚女性の62％が職についており，この   
就業率は同じ統計における独身女性の65％と  
あまり差がない」こと，およびトー一子供をも   
つ母親（母子家庭を含む）の労働力率を見る  
と，0歳から2歳までの子をもつ母親で63％，  
そしてこれが3－5歳児の母では74％，6－13   
歳で78％，14－17歳では81％と，驚くべきテ  
ンポで上昇する」ことを書いた。その少し後  































inManagemenl，thirdedition，2003．p．16の記述による。   
なおアメリカの既婚女性就業率の現状を日本と較べる   














の4カ国のうち．ヨーロッパのフランスとスウェーデ   
ンはアメリカの数億に近く，アジアの韓国は日本に近  
い。アジアのもう一カ国タイは，農業の比率が高いた  
めに「勤め人」である母親は少ないが家業での夫婦共   
12．“ワーキング・マザー”問題の諸側面   
（1）近年の事態をとりあげる視点   
本研究ノートは，その最初の章「1．現状  






















なければならない。2   
第1，2表からは，19－20世紀転換期ころ  
主婦が家の外で働いて収入を得ていた家庭が  






















ことが，第2次大戦後の特徴となっている。   
次に第1，2図は，センサスではなく合衆  
国政府のCurrentPopulation Surveyの各年  
データから作成されたもので，25歳から54歳  
稼ぎが突出して高くなっている。このように乳幼児の   
母親を含めて母親が常勤の職につく比率が高いのは今   
日ではアメリカだけのことでないが．6カ国調査でア   
メリカとスウェーデン．フランスとの大きな違いにな   
っているのは，アメリカだけ保育所など社会施設が子   
どもの世話をする度合いが極端に低いことである（牧   
野カツコ他編著 F国際比較にみる世界の家族と子育   
てj ミネルヴァ書房，2010年4月．第1章）。この点に   
かんして本稿でも後に掘り下げて論ずる。  
2）合衆国センサスによる調査方法についてだけ．ここ   
で記しておく。センサスで既婚女性の労働力参加を計   
測するようになるのは1890年以降である。それは「有  
所得労働者」（gainfulworker）概念に基づく調査とい   
われるもので，「調査が行われる前の1年間に何らか   
の俄について報酬を得たことがあったか」，という問い   
への答えを集計したものである。本文でものべるよう   
に，この間き取りでは昔に遡るほど．家族農業での女   
性の労働や都会における下宿業．内職．あるいはパー  
ト・タイム的な雑業が捕捉できなかった。そのことへ   






















180－182．219－222が有益である。   





































きていることをも，窺わせる。   
図表の数量と図形とを一見して得られる情  
第1表 未婚・既婚別の女性の労働力参加率（A）  （％）  
1890190019101920193019401950196019701980  
未婚者  41 41 48  44a  
寡婦・離婚者   30  33  35  －  
既婚者  5  6 11  9  
（うち）母親＊  －   －   －   －  
46  48  51  44  53  62  
34 32  36  13  46  41  
12  17  25  32  41  





労働続計局資料から作成されたもの）   
第2表 未婚・既婚別の女性の労働力参加率＊（B）  白人と非白人（％）  
1890190019201930194019501960197019801988  
全 体  18．9 20．6 23．7 24．8 25．8 29．5 35．1 41．6 51．1   
未婚者  40．5 43．5 46．4 50．5 45．5 50．6 47．5 51．0 61．5   
既婚者  4．6  5．6  9．0 11，7 13．8 21．6 30．6 39．5 50．1  
白 人   
未婚者  38．4 41．5 45．0 48．7 45．9 51．8 48．5 5え1 6A2 68．6   
既婚者  2．5  3．2  6．5  9．8 12．5 20．7 29．8 38．5 49．3 55．8  
非白人   
未婚者  59．5 60．5 58．8 52．1 41．9 40．0 39．7 43．6 49．4 56．4   
既婚者  22．5 26．0 32．5 33．2 27．3 31．8 40．5 50．0 59．0 弘4  
＊1890－19鋭）年については15鼓以上（但し15歳は全員が未姑と想定されている）．  
1970－19㍊年は16歳以上の女性を対象に調査している。なおこの裏では．配偶者との経姑・死別   
による「シングル」は．未婚と既婚のどちらの集計にも入っていない。  
出所：ClaudiaGoldj几unde”tanding（heGendeTG甲：AJ7EtoIZOmic〃fstorydAmerican仙men，1990．  
p．17．（合衆国センサスおよび労閲読計局資利から作成）   
産研論集 No．41   


















































いるが，中でも突出している独自性は，彼女   




領域となる。3 ここではその分析視点として5  













































5）C．Goldin，Op．Cit．，（p．11．226ほか）は，従来，統計に   
算入されなかった既婚女性のこうした労働を丹念に拾   
い集めて集計した結果，1890年の白人既婚女性の就業   
率（＝「市場参加」）を12．5％と試算している。この数   
値は，本稿第2表における1940年のそれと同じであ   
る。試算をもとに著者ゴールデインは，20世紀におけ   
る白人既婚女性の就業率は右上がりばかりではなく．   
世紀転換期ころから第1次大戦ころまで．労働市場に   
おけるtaskの専門化に伴ってむしろ徐々に下がったの   
だと解する。それが1920年代から上昇に転じ第2次大   
戦後に加速されるという．「U字型カープ」を措いた   
と主張している。  
6）上の注4に続けていうと，世紀転換期ころの異人家   
族の圧倒的多数が南部農業地帯に住み，既始女性の仕   
事は農作と他家への家事奉公に集中しており－1890   
年に，就業者として計測された黒人既婚女性の92％が   
農業労働者と家事奉公人である（ibid．．p．27）－その   
両方とも涙金とはいえ女性が直接．雇用主から金銀を   
与えられ「就業」として労働統計に拾われやすかった   
のにたいして．同じように農作に従事していても家族   
労働のケースが多い白人の既姑女性の場合には労陶枕   
計から除かれた傾向が強い。都市部においても，黒人   
家族の場合，夫の収入が家族を養うにはあまりに少な   
いことが自明であったがゆえに．妻も子どもも何らか   
の形で収入を得ていることが調査以前からいわば予定   
されていたのにたいして，白人家庭では妻が収入を待   
ていると競計調査貝に答えることを嫌う風潮が強かっ   
た（注13参照）という。   
3）したがって本稿では．女性の職場における仕事や労   
働条件そのもの一女性の主たる職種，労働時間や休   
暇の権利，男職場との分離や賃金格差．キャリア形成   
と昇進の可能性と現実．復職・転職の可能性等々一   
については．あまり立ち入らない。主題は．家事労勘   
の担い手であり続ける主婦が働きにでることが生み出   
してきた過去の問題，今日の状況，今後の展望である。  
4）センサスで農菓労働者数は．19世紀には農業総人口   
と農場（自営と借地）の疑計からしか推定できない。  
1910年センサスから以降，「家族労働者」という項目   
が設定されて夫も婁も子どももそこに一括集計され．   
そして妻のうち農場主（夫を含む）から賃金を支払わ   
れていることが明示された場合だけ「被雇用者」（農   
業労閉者）の項目に入れられるようになった。  






































いうのである。   
第5に，第1，2図に見たような，1960年  
代からほぼ30年に及ぶ顕著かつ恒常的な就業  










































の趨勢としては乳幼児をもつ母親の就業率の  7）「産研論集」No．40，11章（7），24－31ページ。   













なふうに展開されているかを，検討したい。   














































9）1911年に連邦政府が行った一調査では，外国生まれ   
の既婚女性のうち就業率が最も高いのがアイルランド   
人の28％，最も低いのがポーランド人の7％となって   
いる。やや時代を下るが，Gwendolyn Hughesが1918   
－1919年に多様な工業を擁することで代表的な都市フ   
ィラデルフィアを調査した結果では．既婚女性全体の   
就業率は20％程度となっていたなかで．ケンジントン   
地区のアメリカ生まれと北西ヨーロッパ出身の女性は  
繊維工場はじめ工場に雇われる傾向が顕著にあり，市   
の北東部に住むスロヴァキア系の母親は女中・家事奉   
公人や洗濯女として働き，市の南東部に多いポーラン  
ド．イタリア．ハンガリー，ロシア，ユダヤ系の母親   
は．新聞売り，雑貨売り．小南店主 八百屋，惣菜屋   
などに多く見られた。イタリア人 ポーランド人の家  
庭では．母親が外で働くより下宿人や内職で収入を得   
る道を探す傾向が強く．ユダヤ人の母親たちは工場で  




βの・CαrgJβタ0－Jタ即，1999．p．15）。   
8）ニューヨークのような成熟度が高く第3次産業の多様   
な項種が発達している都市ばかりでなく，鉄鍋町 炭鉱   
町のように単一産業で成り立つ都市の数々の実証でも．   
主婦の内囁や児童労陶が家計に相当の比重を占めていた   
ことが明らかにされている。そのような町では，男が短   
期的に失業する頻度が高かったぷん．かえって飽からの   
収入が家族の命綱になった意味さえあった。  









































10）Donald Cole，LmmigranlCity，・LL7WrenCe，Massachuse（tS．  
Jβ45－ノ92J（1963）で調査対象になった1909年のローレ   
ンスの一紡績工場における女工のうち36％が既婚者だ   
ったという。翌1910年に合衆国政府が行っている全国   
調査でも，紡績業における女工の27．9％が既婚者と推定   
され，とくにイギリス生まれの女工では35．3％が既婚者   
だとされた。AliceKessler－Harris，OuttoWork：AHEStOry   
げⅥ匂ge－gβr〃如Ⅵわ∽e〝i〃血U〃毎d∫JdJど∫，1982．（2003   
editionp．122，pp．359r360note26．）  
11）既婚女性の稼ぎが公の統計に捕捉され難かった理由   
には，すでに述べたことのほかに，既婚女性の市場参   
加が，時間を基準として計るにはあまりに多様だった   
ということもあろう。独身女性の場合，製造業での工   
場労働や商業の売り子としての雇用はいわゆるフル・   
タイム雇用としての実態をもつものが多くて，雇用統   
計に集計されやすかったと思われる。19世紀末，男性   
の賃労働者の標準的な労働日は過6日．1日10時間で   
あり，1900年時点でも週55時間程度であるが，ほとん   
どの州政府は女性労働については，児童労働規制と並   
べてこれよりやや少ない労働時間の上限を法制してい   
た（19世紀半ば以降の各州による女性労働時間規制の   
推移の概要はKessler－Harris，Op．Cit．，Chapter7および   
Goldin，Op．Cit．，pp．189－192を参照）。こうした時間規制の   
実効は疑わしい面が多々他あるが，それでも就業統計   
の作成には，調査する側にもされる側にもこの建前が   
作用していた。既婚女性の場合にはこの基準がのっけ   
から意味を持たないような内実があるだろう。農業労   
働にせよ下宿人をおく賄い労働にせよそうであるし，   
製造業の女工として働く場合でさえ．いくつかのケー   
ス調査によれば，週あたりあるいは年あたりの収入額   
が独身女性よりずっと少ないことが多く，これは何ら   
かのしくみで労働時間が少なかったことを示唆する。   
だからといって既婚女性の労働を今日のパート・タイ   
ムのようなものに帰属させてよいかは問題である。た   
とえば家内での内職の年あたり労働日数はふつう工場   
で働く独身女性より多く，そうでありながら内職の年   
収は女工のそれよりずっと少ない。そのような雑多な   
労働参加を調査する側とされる側がともに，公式の   
「就業」とは別のものと観念しがちであったことは，   
想像に難くない（Gordon．pp．179－180，220－221）。  
12）革新主義時代のリフォーマーが措く貧困家庭の代表   
的な像は，乳幼児ほか何人もの子がいる狭い一室で内   
職にいそしみ疲労困優している母親（寡婦を含む）   
か，子供たちを自宅アパートに残し「産業の奈落で苦   
痛と疲労と心配とにさいなまれながら働く母親（“The   
MotherinIndustry’’）」の姿である（ElizabethRose，   
AAわJんgrkJ（｝か乃e〃血0りq′βαγC（】reノβ夕0－ノタdO，1999．   
p．16）。次章で詳述するが，世紀転換期の都会で，共稼   
ぎ労働者あるいは寡婦の子を預かるデイケアの施設は   
皆無に近い状態であって，乳幼児をもつ母親が働きに   
でるときには，子供をつれて出かけ子供を脇において   
仕事をする，自重に鍵をかけて閉じ込めておく，睡眠   
薬で眠らせて出勤する．間敬的に近所の人間に見回っ   
てもらう，「孤児」に準じて慈善設備の厄介になる一－－－   











































といった対応がとられていることが続々報告された。   
小学校にあがるほどになった子供たちの多くは，午前   
中の授業が終わると街中のそこここにたむろして．日   
暮れまで監視の日なしに行動しており，勢いそれが少   
年非行と結びついた。当時続出したセツルメントの活   
動の重点のひとつが，そうした子供たちの世話という   
ことになった（Lynn Y．Weiner，FromWorkingGir］（O  
lγ〃rた血g〟βJ力gr．・mg Fe椚αJg上〟ム∂r Forcg f〃J力g〃〃毎d   
∫rβrg∫，ノβ20－J9β0，1985．pp．120－124．）。  
13）注11に続けると，就業調査の質問者にたいして．と   
くに内職やパート・タイム的な労働で働く既婚女性の   
なかに，働いていると認めることを嫌う傾向が強かっ   
たともいう（Goldin．op．ciLp．221）。  
14）NancyMacLeanの論文“PostwarWomen’sHistory：   
Tbe’誌condWaYe’or出eEndof也cFam出yⅥrage？’  
inJean－ChristopheAgnewandRoyRosenbergeds．．＾   
C（，JJ甲〃〃わ〃JクPo∫トブタ45A爪grfcd，2002．における論議の主   
眼は，20世紀の女性史で最も多くのアメリカ人に影響   
を及ばしたことが女性運動そのものでなく．19世紀か   
ら20世紀初頭までに確立された】famiIy wage norm－すな   
わち夫たる男を一家のbreadwinnerと想定して最低賃   
金，国の貧困救乱 福祉．諸改革を要求・構想してき   
た．その前提を20世紀後半に覆しつつあることこそに   
あるという主張である。  
15）1900年のレディーズ・ホーム・ジャーナル誌の－論   
説は，女性の担うべき主領域があくまで家事にあるこ   
とを強調して次のように説く。「もしある女性にたい   
して運命が，家や夫や赤ん坊を授けるのを拒絶するな   
ら，彼女は絵描き，医者．鍛冶屋など何にでもなれば   
よい。だがそれが彼女ほんらいの技能一妻となり母   
親になる高い天隈－－よりも良い職業だと主張するの   
は，最も浅はかかつ危険な通り言葉である。」大衆向   
け女性誌がこう説くようになったということは，換言   
すればそのような感覚が多少ともふつうの主婦たちに   
まで共有され始めたことの証拠でもあろう。（Weiner．   
op．ciLp．100．）  
16）CharlottePerkinsGilmanのWomenandEconomics   
（1898）．The Home（1903）は，女性が自分で働いて   
財政的に独立することこそ女性の自由への決定的な条   
件だということをほほ初めて説いた著作とされる。そ   
の観点に立って彼女は．とくに協同キッチンと協同育   
児の施設を提唱した。協同キッチンは個々の家庭の食   
卓よりも栄養と衛生を確保できる。育児についても，   
「生まれてすぐ．すぐれた調練をつんだ育児専門家の   
手にゆだねられるほうが．そうした熟練者がおらない   
ところで．若く末調練の母親のびくびく震える膝の上   
に置き去るよりも．はるかに幸せ．健康で，安らかな状   
態に導かれる。」（ibid，p．100andp．158note7．）   






























































17）取り上げるのはMaurineWeinerGreenwaldが1980   
年に出した著書 Ⅵわmg〃，l侮r，α〃dl侮r慮．・乃ビル叩αCJげ  
l侮rJdl侮rJo〃Ⅵわ椚g〃Wor尼er∫J〃伽び〃fJgd∫Jαre∫（なお  
1990年に復刊された同書には，この10年で飛躍的に充   
実した女性史研究の成果を踏まえての新しいPrefaceが   
加えられたが．そこにも第1次大戦期そのものの研究   
には自分以外に業績の追加がないと善かれている）   
と．1989年に発表した論文“Working－Class Feminism   
and the Family WageIdeal：The Seattle Debate on   
Married Women’s Right to Work，1914－1920”（  
JournalQf’AmericanHislory，VOl．76，June1989，pp．118－149）   
の2点である。  
18）とくに1918年1月創設のUnited States Employment   
Serviceが政府支援による各地・各企業の求人情提供を   
制度化した。同時にFederalVocationalBoardが不熟   
練労働者の訓練プログラムを担当することとなった。   
（Greenwald．14bmen，Ⅵ厄r，andWork，Op．Cit．，p．20，54，）  
19）Ibid．，pp．13－15．なお女中・奉公人職につく女性が激減   
するなかで，とくに北部の中上流階級家庭が最後の拠   
り所としたのが，南部から北上してきた黒人家庭の女   
性だったことを反映して，北部における女中・奉公人   
のうち黒人が占める割合は1910年の1 ．5％から1920年  
18．5％に上昇し，実数でも9万2318人から10万8342人へ   
と純増した。このことに限らず，1910年代の労働力不   
足のなかでも黒人女性が本文に述べたような新しい職   
種に吸収された事例はごく少なく，むしろ黒人女性の   
就業の増加は白人女性が撤退した職を埋めるかたちで   
生じた性格が強い（ibid．，pp．22－23 。  











































の上に配して称える雰開気までには至らなか   































21）全米的にも労働運動が最高潮に達した1919年初頭の   
時点で．シアトルの中央労働協議会に加盟していた労   
働組合数は110．組合員数6万5000人で同市の労働者縁   
数15万3000人（シアトル市の幾人ロは約30万）の42％   
にのほる。女性の労開祖合致はほぼ4000人（最高時   
6000人とも。同市の女性労働者定数は3万人程度）と推   
定されるが．これとても1916年の記録にある568人から   
はめぎましい急成長であった。女性組合月の多くはウ   
ェイトレス．洗濯菓．縫製，製靴．製本．音楽，菓子   
製造など女性固有の後程に属しており．男性主体（金   
属，造船．建設等）の労働組合の活動と友好的な関係   
を保ち．共闘を組んだこともあった。一方．1910年   
代，ミドル・クラスの女性を主体とするさまぎまなク   








































義務論，「道徳的」理由からの判定24）があ   
ラブが同市に叢生したが，中でもWomenlsunionCard   
andLabelLeague（WUCL－一市民に，労働組合認証の   
ラベルを貼った会社の商品を購入させる消費者運動を   
中心とし，それとともに8時間労働制，男女の同一賃   
金，児童労働保護等にも取り組んだ団体）が，労働者   
階級の女性を女性運動にまきこむ中心的な役割を果た   
した。（Greenwald．‘‘working－Class Feminism－r”op．   
cit．，pp．122－124，130－131．）  
22）既婚女性が働きにでることにたいする賛否両論は当   
時の大衆雑誌，新E乱 小説，専門誌，モノグラフ類，   
フェミニストや労働運動関連の文書で花盛りとなった   
が，とくにシアトルでは．ワシントン州労働総同盟の   
公式記録であるSeattleUnionRecordに収録された，   
この間題をめぐる読者の手紙，アンケート ニュー   
ズ・レポートの類が重要な資料となるという観点か   
ら，グリーンウォールドはそれを多用している。  
23）主婦の金銭収入で家計がより豊かになるという支持   
に加えて，前出のWomen’sunionCardandLabelLeague   
内部での支持のうちには，産業の発達によってもはや   
主婦の家内労働はかつてのような時間と精力を求めら   
れる仕事ではなくなったのだから，主婦を孤立．退   
凰 イライラから救い夫婦関係を改善するためにも働   
きにでたほうがよいとする主張の台頭もあったとい   
う。（ibid．，p．136）  
24）すでにこの時代には，貧窮のゆえに主婦が働きにで   
ることの正当性は“moraleconomy”として社会的に   
承認されてもいた。したがってこれを逆用すると，主   
婦の貸労働はそうした家計の必要に限られるべきだと   
する反対勢力の論拠となる。グリーンウォールドによ   
ると，第1次大戦時にこの“moraleconomy”論は，   
極端な労働力不足に陥った国家の非常時に限って認め   
られるべきとの観念にまで広げられたが，その条件が  
終わるや直ちに既婚女性の就業反対論の力になった   
（ibid．．pp．120T121，nOte5，pp．126－127．）  
25）研究対象をシアトルという一都市に限定しても，第1   
次大戦期に既婚女性の職場進出を数値化できる資料は   
得られないようである。この論文でも，1900年と1920   
年の合衆国センサスからシアトル部分を抜き出して計   
測した表が与えられているだけである。それによれ   
ば．既婚女性の賃労働者は1900年に881名，それが1920   
年に8203人となっており，女性労働者全体に占める比   
率は18％から25％に上昇している。しかしこのうちの   
とくに1920年の数値は．1918年の終戦直後からシアト   
ルの労働組合とワシントン州政府の諸エージェントが   
既婚女性排除の雇用政策を打ち出し－それが何披か   
の大論争をも喚起した（ibid．，pp．126－127）－また戦   
後の労働運動の分裂・後退と，女性の権利主張を支え   
てきたWUCLの衰退なども加わって，おそらく多くの   
既婚女性が専業主婦に戻った彼のものだという点で   
も，戦時を窺う資料としてまったく不十分なものであ   
る。ただこの1900年と1920年とを比較した中で，既婚   
女性の職場として，製造工業，運輸，商業，および事   
務一般職が大きくひらかれたことの見当はつく（ibid．，   
p．125）。   





揖）両大戦間期   
本稿でこれまですでに何度も引用している  

































































28）有賀夏紀ーアメリカ・フェミニズムの社会史j（勤   
草書房．1988年）は．1920年代初頭の「平等権の規定   
と女性提議の労諦立法」との関連をめぐって生じた運   
動家たちの確執を詳細に紹介していて有益である（182   
頁以下）。有賀氏はまた，1920年代をターニング・ポイ   
ントとする考えの一つとして．「保護・平等」論とや   
や異なる次のような視角をも提供している。すなわち   
同番における第2次世界大乾期の記述のなかで．大戦   
を較に政府やメディアの既始女性動眉キャンペーンに   
よって「仕事と家庭の両立」という観念が歴史上初め   
て社会に浸透したと強調する－そのくだりは本稿で   
後に再度取り上げる－さいに．「この女性の役∃削こ   
26）Greenwald．Women，WaT，andWork，Op．CiL Preface   
（1990）Ⅹ五L  
27）Goldin．op．ciLp．12．120．  






























ならば，こういう職場にこそ既婚女性が従来   
31）学校区で教育委員会が既婚女性の教員を認めないと   
したマリッジ・バーは，19世紀末から20世紀初頭にか   
けて最もめざましくひろがり定着した制度である。全   
国数育協会が1920年代末から着手した全国規模の調査   
によれば，1928年でも既婚女性を教員として採用しな   
い学校区が全体の61．9％，結婚した教員に退職を強要す   
る学枚区が52．2％あり，その数値は1942年調査ではそれ   
ぞれ77．7％，70．0％とさらに増加している。第2次大戦   
後にようやくそのバーは廃止されていくことになる   
（Goldin，Op．Cit．，pp．161－162．）。  
32）1920年代の既婚女性の就業で目立ったこととして，   
黒人・移民の女性よりもアメリカ生まれの白人女性の   
伸びが高い，年齢層では若い既婚女性層の就業の伸び   
が高い（その点，1940，1950年代と対照的），というこ   
とがある（Goldin，ibid．，p．20，120，161．Kessler－Harris，   
op．cit．，p．218）。それはワーキング・ガールの職場にワ   
ーキング・マザーが浸透し始めた内実を反映してお   
り，ホワイト・カラー職に既婚女性が進出した第1段   
階とも解しうる。実際にこの時代，見るからに高齢者   
である者がホワイト・カラー職場で働いている光景と   
いうものは（高学歴女性がそうした職場で働く条件が   
なかっただけに）きわめてめずらしかった。若い既婚   
女性のうちには結婚していることを隠して働いている   
者も少なくなく，当時の就業者統計の区分はその点で   
大きな欠陥があるともされる（SharonH．Strom，Beyond   
血－7二l・「・川・J一高－r．■G川IJ什（■’／り、ヾ、い川‘／J／l√（）′■申I＝！／仙・‘ん¶J   
AmericanQniceⅥbrk，1900－1930．1992，pp．410－411，nOte   
43．）  
33）1931年に女性局が行った7都市178企業の抽出調査   
（0fficeFirmSurvey）によれば，結婚退職制を明示し   
ている企業は12％（大企業ほどその傾向が強いため，   
女性従業員の25％に適用）と数億はそれほど高くない   
が，結婚後の雇用継続にさまざまの条件をつけている   
企業は全般的にあった。既婚者を最初から雇わないこ   
とについては，明文化していない場合を含め．50％以   
上の企業が既婚者の採用を避ける意向のようである。   
業種では生命保険会社，出版社，銀行，公益事業会   
社．製造工業の事務部門にマリッジ・バーの実質が行き   
渡っているようにみえた（Goldin，Op．Cit．，pp．163－164）。   
ついての両立性の観念は，おそらく1920年代に現わ   
れ，戦争によって刺激を受けて成長したものと思われ   
る－－－」（176頁）とするのである。そしてこの「1920年   
代に現われ」の箇所に注を付し，典拠としてWinifred   
D．Wanderseeの論文（1976年）と著書（1981年）を挙   
げている。  
29）「第1次世界大戦の戦中・戦後に，従業員250人以上   
の企業のなかで人事部をもつ企業の割合は5％（1915   
年）から25％（1920年）に急増し，1929年までには従   
業員1000人以上の会社の40％が人事部をもつにいたっ   
た。そして1930年代，政府による労働市場規制に対応   
してアメリカには第2次人事管理ブームがおとずれ，   
人事部の設置は中小規模の企業にまで普及する。」拙   
稿「アメリカ経営史におけるパターナリズム」（北大   
「経済学研究」第53巻3号．2003年12月）23頁。  
30）ゴールデインの著書は，マリッジ・バーの検証にあ   
てた章の結び部分で，「総括すると，マリッジ㌧バー   
は大恐慌に先立つ一定の時期に，企業収益と生産性と   
の関係を切り離したさまざまな人事政策にたいする対   
応として，ホワイトカラー雇用のなかに出現した。し   
たがってこのバーは，労働者を企業に結びつける，ウ   
エルフェア・キャピタリズムの環境を作り上げる，監   
督者の気まぐれな行動を制約する，そして従業員の転   
職を少なくする，といった企業レベルの政策に起源を   
有する。」と書いて，それが近代的な人事管理政策の   
登場とともに整備されたものだという見解を提示して   
いる（Goldin．op．cit．，p．183）。  
























































34）労働統計局が1934－36年に35都市の白人労働者家庭   
（年収1200－1500ドル）の支出調査を行い，それを  
1917－19年の支出構造と比較した資料がある。対象   
は．一家の稼ぎ手が失業しないで働いている．しかし   
鑑じて低所得層に属する夫婦・子どものいる世帯とい   
うことである。それによると1917－19年と較べての  
1930年代の特徴として．農産物の価格低下を反映して   
食費の割合が下がった（しかし輸送＝冷蔵手段の発達等   
で食材は格段に豊かになっている）．倹約・節約を含ん   
で被服費の割合が最も急速に下がった（同時に婦人服   
ヤシルタの靴下など．かつての贅沢品の普及が進ん   
だ）．光熱費・冷蔵などの費用増加を含んで住居費の割   
合が上がった．「その他」項目（自家用車の維持費・   
交通費．旅行・リクリエーション．教育．化粧・理   
髪．身噂みに関する商品やサービス）が最も顕著に上   
がったといった変化が．すべての都市において見られ   
た。（FaithM．Wiuiams．’Ch2ulgeSinFamilyExpendittmin   
the Post－War Period：Mont坤LAbor Review 47．   
November1938）．統計調査をもってしては．大恐慌の   
家計への反映はこんな程度のこととしてしか表わされ   
ないようである。  
35）1930年と1940年のセンサスとの比較では．既婚女性   
の就業は人数にして310万から460万へ．既婚女性に占   
める比率では11．7％から15．3％へ．女性の就業者に占め   
る比率では28．9％から35．5％へと増加・上昇している   
（Winifred D，Wandersee Bolin．‘The Economicsof   
Middle－Income Family Life：Working Women Duhng   
theGreatDepression’TheJoumoIQF＾mericanf＃s（OTy   
臨（1＝une1978．p．61．なお以下の注36における留意を   
参照。  
36）rbid－p．69（CecileT．LaFouette．AStu4yqrtheProb］em   
〃1汀2G‘巾舟J中旬わ），gd〟ム汀igdll仏所g〃〃〃mg〝旧上どr∫，  
19封からの引用。）   



















































に対象としたことの基底にあった。37   
それにしても，改めて念頭に呼び戻さなけ  
37）Kessler－Harris，Op．Cit．，pp．256－257．1936年の世論調査   
で，アメリカ人の82％（女性では75％）が．「夫に収   
入がある場合，妻は働きにでるべきではない」と答え   
たということが，時世の成り行きとして複数の文献に   
引用されている（Kessler－Harris，ではp387．note13）。   
かのリンド夫妻が1924－25年の中西部「ミドルタウ   
ン」調査に続いて1935年その町を再訪した記録   
（Robert S，Lynd and Helen M．Lynd．Midd］e（OWnin   
打d〝∫〟加ごA∫J∫ゆ血C〃血げdJCo研fc牲1937）では，「⊥   
既婚女性の就業者が1920年に比べて1930年には，実際   
にはっきり認められるほどにミドゥルタウンの就業者   
のあいだで大きく膨れ上がっていた－－－」のに．1930年   
代には逆流現象が生じていたと見ている。「1930年以   
降は統計が得られないのであるが，既婚女性就業者が   
大幅に地盤を失っただけでなく，不況によっておそら   
く永久の歯止めをかけられ就職が困難になったと思わ   
れる。すでに1935年には，男性世帯主が失業を続ける   
限り既婚女性の雇用に反対という感情が湧き上がって   
いた。」（ib札p．59．61．中村八朗抄訳ーミドゥルタウ   
ンJ1990年，314．316頁。）先の注34では1930年と  
1940年のセンサスを比較して30年代の既婚女性就業の   
増加を言ったのであるが，1940年センサスの数値はす   
でに大恐慌から離脱して大戦時好況に入った，入り口   
の状況下のものであるから，恐慌期の趨勢とは違う内   
容がそこに加わっているかもしれない。いずれにせよ  
1920年代，既婚女性の就業にたいする世間の態度がよ   
うやく肯定的になってきたところへ，恐慌がそれに逆   
戻りの作用をなした面があったというのは．全国的な   
風潮であったろう。  
38）この数値はDoris Weatherford．American   
WorldⅥ匂r［［，1990，p．123がStatisticalAbstractoftheU．   
S．1948カ、らとして挙げているものである。AliceKessler－   
Harris，OP．Cit”p．276では，「1940年，1100万人近い女   
性が俄についていた。戦時生産がピークに達した1945   
年には．1950万人の女性が実際に賃金を得た。この数   
値からして．絶対数で870万人近く，割合では80．5％の   
増加があったと見られる」と書かれている。  
39）Mintz＆Kellogg，Op．Cit．．p．161．   


























































員，メカニクス．積荷係，検査係を擁してい  40）Ibid．．p．289．note39．  
41）日本では．第2次大戦の国民総動員体制下，女性も   
女子挺身隊．徴用などによって多数動員されたが．既   
婚女性は母性駁重視の観点から動員対象にならなかっ   
た。一方．アメリカでも低年齢の女性の起用が実行さ   
れなかったわけでなく．各州政府レベルで低年齢層の   
雇用制限綬和がなされたし（少年少女の雇用の圧倒的   
部分は成人労働者が抜けた都会のサービス・商業部門   
や農村での畑仕事に向けられたとみられる）．連邦政府   
も1942年．女性の雇用年齢規制を18歳から16歳に引き   
下げている。ただし日本との大きな違いは，政府が低   
年齢層の雇用をけっして戦時労薗政策に組み入れず現   
実の増加趨勢をむしろ好ましくないとみる傾向があっ   






46）当時の報道は軍需関連産業への女性の進出ばかり取   
り上げる気味があったが，1940－1945年に労働市場に   
参入した推定700万人前後の女性のうち軍需生産に従事   
したのは250万人程度とみられている。重も多かったの   
が農業分野であり．農業労働者に占める女性の比率は  
1940年の8％から1945年の22．4％にまで上昇したとされ   
る。事務牒（clericaljob）への女性のたな参入は200万   
人余りともいう。（EmdyY劇血仇肌眈血m－11加ごA〝血  
Ilわ椚～〃〃J〃b爪～d乃JαJJ力g什0〃J血r血gllbrJdl侮′几2∝軋   
p，隠）  
47）Tbid－pp．140L14l．   









































神医学やリハビリテー ション医学の専門職，  
家族法分野を中心とする法律家の職務等々  





















52）連邦議会レベルでは最初．とくに突然の軍需生産ブ   
ームで極端な人手不足を露呈した南部工業地苛の保守   
系議員が女性労働を徴用動員する立法化運動の先頭に   
立った。D．Weatherford．，Op．Cit．．p．121．  
53）児童局がスポンサーとなって1941年7月，政策担当者   
たちを呼んで開催した会議では，「家にとどまって子   
育てに専念する母親は国防計画に不可欠な愛国的奉仕   
を行っている」ことを標模した。女性局長メアリー・   
アンダーソンは1942年3月，幼児の母親は仮にテナイ・ケ   
アが提供されたとしても二重の負担を担わなければな   
らないのだから，「現状よりもっとよほどひどい労働   
力不足にならないかぎり」戦時下の労働に動員される   
べきではないと説いている。「ほとんどの母親は家に   
いて子どもの世話をしたがっている。危機の時代に，   
そうした女性がなしうることで，それ以上の貢献はな   
い。」育児の念頭におかれたのは幼児ばかりでなく，   
学校から帰ったあとの鍵っ子たちの不健全な環境に   
も，同じくらいの懸念が表明された。E．Rose．，Op．Cit．，   
pp．154－156，Mintz＆Ke1log，，Op．Cit，，pp．161－162．L．Y．   
Weiner，Op．Citりp．111．  



















































「リベットエロージー」（Rosie the Riveter）が，  
ラジオ，レコード．ジューク・ボックスを通  
じて瞬く間に大ヒットし，5月サタデイー・  
58）Yellin，Op．Cit．．pp．4344．もっとも．ポスト紙のイラス   
トはやや男勝りにすぎる観があったのか．一般にひろ   
く受け入れられたのは．数カ月後に流布した‘we can   
DoIt！’と大書されたポスター上におけるイラストの   
イメージのほうだったようである。そこに描かれた女   
性は．フル・メーキャップ，白い水玉模様付の赤いバ   
ンダナで装った作業着姿で．一方の手が他方のガッツ   
ポーズの腕の袖をたくしあげている。きりりとした眉   
と口元．決然たる意思を窺わせる見開いた限，愛国・   
敏腕・忠実・従順等の徳性をこめ，なおかつ誰の目に   
も美しいと映る新しい女性像であった。これは第2次   
大戦中の数々のポスター中で．今臥 最も頻繁に登場   
するひとつといってよいであろう。Yellinはこれを  
go＼▼ernment Cemmissioned pGSter’と番いており．   
他の昏物にも政府ポスターのように説明している場合   
が多いが．しかしP．Colman，Op．CiLp．69では．このポ   
スターはJ．H．Millerがウェスティングハウス社の依頼   
で措いたものであり．「1970年代以降に－－一リベットエ   
ロージーの像だと間違ったレッテルが貼られ，ポスタ   
ー．雑誌のカバー．その他多くの印刷物にリプリント   
されてきている」とある。そうだとしても．大鼓申す   
でにこれが大衆のリベットエロージーのイメージと重   
なった可能性が強いと思われる。   
55）戟時中．労働市場にでないが赤十字に加盟してボラ   
ンティア活動に従事した女性は300万人とされている。   
自ら軍隊に入って兵士となった女性は数千人という。   
Penny Colman．Rosie（heRiveter：Women WorktngoTZthe   
〃omgFro〝Jf〃W∂rJdl侮rJJ，1995．p．19．  
56）Ibid．．p．44．  
57）集団求人で最も効果をあげたのが，農務省のエージ   
ェンシーとして1943年4月29Elに法制化され1945年まで   
継続した「ランド・アーミー 」（Women’s Land Army）の   
活動であろう。全国に3000余の事務所が設けられ．農   
繁期にラジオや新田でもたらされる求人報道を見て女   
性がそこに申し出る。したがって自宅から通う季節労   
働が主体で，仕事や時間の選択も比較的容易だった点   
で．既姑女性の参加に有効だった。またミドル・クラ   
スの女性がボランティア活動の延長として入っていき   
やすい性格だった意味もある。制度の開設からその年   
（1943年）の暮れまでに25万人の女性がこの事務所を   
通じて労偽参加した。そのなかで通年雇用の女性数は   
5500人にすぎない。（Judy B．Lito仔and David C．Smith   
eds＿Amg〟cα〃llわmg〃血dllわrん∫〃Jl物rごC血g叩〉Omワ   
Arc♂〟〃J∫」わmllわ「ん川お′JJ．1！柑7．pp．201－2（敗）  






だした。－－－－ （そして）第2次世界大戦の5年  
間が，女性の経済面からの展望をラジカルに  


















































61）既婚女性の就業率が終戦を墳にどう変ったかを示す   
統計は得られないが，近似的な指標として，全労働力   
に占める女性労働力の比率が1940年25％から1945年の   
36％まで上昇し，それが1947年に27．9％まで低下した   
（Lito仔and Smith eds．，Op．Cit．，p．219．）．1945年から  
1947年にかけて女性労働力は19％減少したが，それで   
も1947年の女性労働力は1940年水準より約200万人増え   
ており，そしてこの1947年から1950年まで再び全労働   
力に占める女性の比率は上昇して32％にまでなる   
（Kessler－Harris，Op．Cit．，pp．277－278．），といった数値が   
ある。この変動の最大要因が既婚女性の動向にあると   
考えてよいだろう。  
62）有賀夏紀氏は，基本的に後者の見解に立ちながら   
も，だからといって「大戦下のアメリカにおける女性   
の役割についての観念」が「伝統的な観念」から大き   
く離れて戦後に引き継いだことの意義を見逃してはな   
らないとする。その変化の中心におかれるのは，19世   
紀末以来，一家の生計の稼ぎ手が夫だけで足りないと   
きまず息子や娘を労働市場にだすというのが通念だっ   
たのにたいして，第2次大戦時には子どもはできるだ   
け仕事にださずに教育を授ける，そしてむしろ妻が働   
きにでるほうを優先するという方向が支配的になって   
きたことである。すなわち「仕事と家庭の両立という   
…女性の役割についての．伝統に反した新しい観念」   
が大戦中に成長したことを重視するのである（有賀前   
掲書172－177頁）。   
59）WilliamH．ChaLe．777eAmerican14bman：fIerChanging   
∫ocJ〟／，gC♂〃0刑fc，α〃d PoJiJ′c（一／尺oナビ∫，J夕20－ノ夕70，1972，   
p，111，135．なおチェイフの論説のこうした面での特徴に   
ついては．N．MacLean．op．cit．．pp．239－240に的確な解   
説がある。  
60）有賀前掲昏．160－161頁。  















































できよう。   
上のような50年代観は，1980年代に入るま  
では，歴史学者にとってもほぼ共通したイメ   
の家庭用品を揃え，家族成月中のジェンダーの役割   
（＝夫が一家の稼ぎ手で奏がフルタイムのホーム・メ   
ーカーであること）が明確な家庭」によって誇示せん   
としたエピソードが取り上げられる。「冷戦が進展す   
る不安の只中で，“家族が心理的な要塞を提供するよ   
うに見えた時代”－－－であった。このイデオロギー風土   
のなかで．自立した女性は社会秩序を脅かすものでし   
かない。家の外で働くことにたいする文化的圧力と選   
択の制約のもとで，女性は抑制を強いられ，】家事と   
いう職務につなげられた。■（これはJoanneMeyerowitz   
ed．．〃oJノ〟〃g CJ紺Vgrご ⅥわJ〃g〃 β〃d Ge〃（おr血 Po∫仙，dr   
America，］945－）960，1994．p．3におけるMayの著述から   
の引用であるが．おそらく19閏年版からの引用なの   
で．私の手元にある1999年版とページ数が同一でな   
い。）Mayのかかる論説にかんしてN．MacLean．op．   
ciL p．241は．（これは「封じ込め」という目標に向け   
て公的と私的な生活を接近させたとする．冷戦全体の   
理解を提供するものであって）「彼女が述べるこの時   
代の家族の理念は，けっして古い伝統主義でなく．ラ   
ジカルに再建された家庭の形態であった。－…」と解説   
している。  
65）家族史における1950年代の特質を浮き彫りさせた研   
究は多いが．今日の代表的．標準的な論稿として．   
Stephanie C（氾ntZ．◆what We Real1y Miss about the  
1950s～（1997年の著昏の一部，ArleneS．Skolnickand  
JeromeH．Scolnickeds＿Fb177ib・ir［7｝arLSiTion，thirteenth   
edition．2005．にreading4として収録）を挙げておく。   
63）David Halberstam．The F押es，1993．金子宣子訳   
rザ・フィフティーズJ1997年，新潮社．下巻．223   
頁。またベテイ・フリータンの著作とはBetty Friedan．   
乃gFgmfw坤∫Jfq‘′g．1963．（三浦冨美子訳一新しい女性   
の創造J増補版．1977年．大和書房）のことで．1949   
年を填に女督三誌の論調が劇的に変るという件は同昏の   
第2章に書かれている。  
64）1950年代の政治状況と伝統的女性観の再建とを結び   
つけて論じた著述のなかで．今日まで代表作とされて   
いるのが．Elaine T．May．Fk）meWardBo〟nd：＾J77erican   
魚用fJfg∫血J加C〃〟l侮rgr吼19壬娼である。たとえば1959   
年．モスクワのアメリカ博覧会会場でニクソン副大統   
領がフルシチョフとかわした有名な「台所論争」（同   
番1999年版ではp．11）で，ニクソンが．ソ連にたいす   
るアメリカの優位を．「郊外住宅に住み．家には最新  




















































67）Ibid．．pp．302－303，Mintz＆Kellog．，Op．Cit．，p．19＆1950   
年代に女性の就業を支援する姿勢を保った政府機関の   
代表は労働省女性局であるが，少なくともこの50年代   
の女性局の力点は．子育てが終わった世代の既婚女性   
を仕事に復帰させることの正当性に置かれた。Susan   
M．Hartmann，Women’sEmploymentandtheDomestic  
IdealintheEarlyColdWarYears．inJ．Meyerowitzed．．   
Op．Cit．，pp．87－88．  
68）Kessler－Harris（ibid．．p303）では．1980年の合衆国   
労働省の資料によって幼ない子をかかえながら仕事を   
求めている母親が1950年代に3分の1を占めたこと，   
6歳以下に限っても4分の1以上を占めるようになっ   
ていたことをいう。E．Rose，AMo（her’sJob．p．187で   
は．PhiladelphiaBulletinの1957年の記事によって．フ   
ィラデルフィアでは6歳以下の幼児をもって働いてい   
る母親が5万4000人と，1950年時点から54．5％の増加を   
示していたこと．6歳から17歳までの子供をもつ働く   
母親は22万2，000人にのぼったことを記している。  
69）Mintz＆Kellog．op．cit．，p．199．  
70）分割払い信用（installment credit）は1954年40億ド   
ルから1960年の430億ドルへと．10倍以上の増勢を示し   
た。これを含む消費者信用の稔額は，1946年の83億ド   
ルから1960年の561億ドルヘの増加である。1960年の持   
ち家率は60％，乗用車所有世帯は75％．テレビ普及率   
は87％，洗濯機普及率は75％とされる。WiniBreines，   
ね〟〃g，g仙g，〃〃d〃f∫er（一抽．・Gr（）W川g岬FビmdJどf〃J力e   
F脚g∫，1992．p．3．  
71）大戦時には男が離脱した職務を女が引き継いだとい   
う意味からも，多くの職場で男女の貸金は同一という   
たてまえが謳われたが，戦後は再び貸金格差が開き，   
かつまたそれが当然視されて（AFL－CIOが賃金格差   
是正にコミットするのはようやく1956年になってから   
である）．統計では1960年の60％にまで落ち込んだとさ   
れる。これは同一職場での格差拡大というよりむし   
ろ，男女の職場の分離によるところが大きい。1950年   
代に女性に向けて提供された職種の多くは「ブルーカ   
ラー・ サービス」職と総称されるようなものであっ   
て，1960年の女性労働者の80％は，女性固有とされて   
いる職についていた。Kessler－Harris．op．cit．，pp．302－305．   
























































ワイト・ハウス会議」（White House Conference  
on Effective Uses ofWomanpower）の開催  
73）会議における議論の力点は．これまで多い非熟練者   
の短期的起用でなく，熟練度の高い長期就業の女性労   
勒者をいかに拡充するかの方策におかれ，とくに看護   
婦はじめ医療関連職，速記者やタイピスト 教員．ソ   
ーシャル・ワーカーなど．女性に固有でしかもある程   
度の年配者に熟練者が多い収穫に話題が集まったよう   
である（E．Rose．op．cit．，p．196）。その意味で重点は．   
従来の男職場で女が対等の権利を得る態勢を作るとい   
う課題ではなかったと思われる。  
74）アイゼンハウアーの育児減税提案は，もっと広範な   
税制改革案の一部をなすものであるが．当初は寡婦と   
男やもめ（死別と離婚者を含む）．および家計の主要収   
入看である母親だけを対象としていた。これにたいし   
て連邦議会は，世帯収入が4500ドルを越えない（全世   
帯の半分程度と見られた）すべての働く母親にまで，   
適用対象をひろげて可決した。（ibid＿pp．266－267．note   
80．）  
75＝oanneMeyerowitz．“BeyondtheFeminineMystique：   
AReassessmentofPostwarMassCu）ture．1946－1958：   
血〟〃∽JげA川ど「血〃〃ねJ叩79．no．4（h4arch1993）．ただ   
し彼女の同語文は翌1994年に彼女の編著で出版された   
仙Jノ〟〃gCJg卯gr（注朗に前出）に収録されているので．   
以下．引用ページなどはそちらを用いる。   
72）たとえば子供時代からたどると．衣服の男女区別が   
なくなってきた．学校で男女が同じ教科を学ぶように   
なった．遊びや関心の対象・内容が接近した．という   
ようなことから始まる。その後も技術と科学の進歩の   
おかげで家の中と外とを問わず男しかできないような   
行動領域がなくなってきた．というのは最も大きな要   
因であろう。ibid＿pp3ひ31．  










































































ふうに彼女は把握した。77フリーダンは1949年  78）Ibid．，p．249，  
79）注64，74参照。JuneCleaverは“LeaveIttoBeaver   
という1950年代の人気TVドラマに登場する妻・母の   
名である。  
80）論点ごとの代表的な著述の紹介が，N．MacLean，Op．   
cit．，244－248にある。   
76）Ibid．，p．235．  
77）Ibid．，pp．238－244．  



























































82）Mintz＆Kellogg．op．cit．，p．203．また前出の図表をも   
参照。  
83）有賀 rアメリカ・フェミニズムの社会史j前掲第6   
章。公民権法第7編が人種だけでなく性別の雇用差別   
をも禁ずる条項となったのは，もともと南部の保守派   
議員が公民権法を通過しにくくするために性の項目を   
挿入したものを，フェミニストがまたとない携会とし   
て利用し成立させてしまったのだという（同番195   
頁）。ERAのほうは．もともと1920年代から婦人参政   
権運動を継承して提起されたてきたものであるが．女   
性労働者の保護に力点をおく女性団体の多くは長くむ   
しろ反対ないし消極的であった。1960年代に入ってそ   
れが諸団体内部での赦しい議論を呼ぷ。そして「法の   
下における権利の平等を．合衆国もいかなる州も，性   
によって否定したり制限してはならない」との条文を   
憲法に付加する修正案が連邦議会両院を通過する1971   
－1972年に先立ち．1970年ころまでには女性団体の支   
持の足並みはほぼ揃ったようである（同番184－196   
頁）。だが周知のように必要な鎚州の批准を得られず同   
法は不成立に終わる。   
81）有賀夏紀一小栓止ルイ編 rアメリカ・ジェンダー史   
研究入門一（2010年．青木書店）の序章（有賀執筆）   
では．アメリカ女性史研究の流れを4段階に分け．そ   
の第3段階を特徴づけていた「女性の白人中産階級的   
視点」が1980年代ころから批判されるようになった   
（フェミニズム運動そのものも．その白人中産階級的   
な性格にたいする批判を浴びるようになった）と解説   
している。フリーダン批判もその一環をなすものとい   
うべきなのであろうが．私にはその面からの立ち入っ   
た論評はできない。  












































































84）Ruth S．Cowan，MoreWorkPrMother：77ze］roniesqf   
月b〟∫g力oJd 7セc／王〃0わg）′ル0椚 r力g Ope〃 〃gdr7月JO rんe   
〟fcr州′dVe，1983，p．194，高橋雄造訳『お母さんは忙しく   
なるばかり』2010年，209頁。なお最近の最も手ごろな   
関連図書である場末果 Fルポ貧困大国アメリカ』（岩   
波新書）では，＜アメリカ国勢調査局の2006年皮にお   
ける貧困の定義は，4人家族で世帯収入が2万ドル以   
下の世帯を指し，同年の貧困率は12．3％，貧困人口は   
3650万人＞（同書14頁）と紹介されている。  
85）Mintz＆Kellogg，Op．Cit．，pp．213－214．   




















































87）Ib軋pp．211－212．ここで紹介されているモイニハン批   
判の論点としては．彼が私生児や父親の欠落を強調す   
るあまり圧倒的多数の黒人家庭に両親が揃っている事   
実が過少評価されている，独身の黒人女性が私生児を   
生む比率はその後1970年代以降に減少に向かった，そ   
れでもその比率が白人より高いのは白人女性に避妊や   
堕胎が多く潜行しているからである、黒人女性に見る   
こうした数値の高さの大部分は貧困や失業がもたらし   
たもので人種的な特性というようなものでない．等々   
といったことがある。一方，RonaldL，Taylor，Diversity   
withinAfrican American Families，in A．S．Skolnick   
andJ．H．Skolnickeds．．op．cit，，Reading32（pp．396J119）   
は，学界での従来の異人家族研究を渉猟して．異なる   
論点により深く分け入っている。たとえば1970年代の   
研究では，白人家族をノルムとしそれと黒人家族を比   
較するこれまでの研究傾向を排して，黒人家族がそれ   
自身としてもつ歴史的特性を浮き彫りにする－「家   
母長制」，緩い大家族構造．コミュニティとの関連．固   
有の文化等－ことに力が注がれるようおになったこ   
と，さらにその特性が長い奴隷制の体験を通して形成   
され継承されているものか，そうではなく奴隷制か自   
由利かにかかわりなく黒人社会で再生産されてきたも   
のか．といった論議に展開したことをのべる。そうし   
た論議を重ねるなかで，いわば必然的に，－一口に黒人   
家庭といっても地域や環境によっていちじるしく多様   
なことも明らかにされてきているようである。  
88）後にも触れるが，今日のアメリカの貧困家庭，低所   
得にかんする統計では，黒人よりも「ヒスパニック」   
（＝ラティーノ）が総じて量的にも比率の上でも多数   
派になっているといえる。それでも貧困家庭の状況や   
問題を論ずるさいに黒人家庭の登場頻度が圧倒的に高   
いのは．いろいろな事情があるにせよ．貧困や失業を   
取り上げるのに黒人をモデルとする路線がそれだけ確   
固たるものになっているからであろう。   86）Ibidlp＿210．  
























は，従来ずっと黒人既婚女性の高い就業率と   




























91）KathrynEdin，”FewGoodMenニWhyPoorMothers   
StaySingle”（inSkolnickseds．．op．cit．，Reading37．）は，   
理由として以下の4つの説があるという（p．498）。①女性が自   
分で生計費を稼ぐことができるようになると，結婚に   
たいする魅力が減退するという経済的理由説，②労働   
市場において男の不熟練労働者の雇用が長期的に少な   
くなってきており，それが結婚市場におけるインバラ   
ンスを生んでいる（とくに黒人男女のなかでそれがは   
なはだしい）とする説，③政府による福祉給付の向上   
－とくに1970年代初頭から結婚せずに同棲している   
女性にも給付が認められるようになったこと－が未   
婚の母親の増大をもたらしたとする説，④経済的要因   
よりむしろ文化的な要因を強調するもの。女性運動の   
高揚と女性の労働市場への進出に影響を受けて，自分   
の役割ということにかんする意識が変ったとする鋭で   
ある。筆者じしんはこの4つのいずれにも同調せず．   
貧困層のシングル・マザーへの聞き取り調査によって   
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92）Ibid．，p．499．   
















































93）合衆国統計等で「ヒスパニック」という項目（ある   
いは「ラティーノ」という呼称もほぼ同じ意味で使わ   
れる）に集計されるのは．メキシコ系，キューバ系，   
プエルトリコ系．その他のヒスパニック系の人々とい   
うことになっているが，彼らの地域分布，職業構成，   
大量移民の時期，家族の特性など夫々まったく異なる   
といってよいほどなので．この絵称で何か特徴を論ず   
るのが無理な対象でさえある。総称にたいする正確な   
定義も存在しない。人口割合からするとメキシカンが   
ヒスパニックのなかの最大集団で約6割を占めるとさ   
れるが．そのメキシカンの中でさえ，アメリカ生まれ   
（3分の2を占める）と外国生まれの移民とでは特性   
が大きく違う。また最近は「その他」ヒスパニックの   
増勢が最も急だともいわれ．ますます総称をもって把   
左しにくくなっている。仏4．B．ZinnandB．We！1s，Diversity   
withinLatinoFami1ies：NewLessonsforFami1ySocial   
Science．iJISkolnickseds叩Op．CiLReading33を参照。）  
94）－Most Stay－at－Home Moms Start That Way，Study   
Finds：by DonnaSL George．WashingtoJIPostSta∬   
Writer．Thursday，Octoberl．2009．このセンサスで  
stay－at－homemothers’として調査対象になり集計報   
告されたのは．調査の前年に仕事につかず家族のケア   
のためにもっぱら在宅し．他方．52遇の全部を雇われ   
て飽く夫がいる主婦ということであった。  
95）－The Choice Myth－（ANewYorkTimesB］og：Judith   
WarnerBlog．October8，2009）の書き出しは次のごと   
くである。「先週，ワシントン・ポスト紙第1面に載   
った記事が語るには，ほとんどの在宅の母親が，スポ   
ーツ・カーを乗り回す．毎日ヨガに通う，ラット■コ   
ーヒーを楽しむ．といった白人の上流ミドル・クラス   
ー母親の務めに応えるべく高度のキャリアを自らの   
判断で捨てた女性－ではないという。むしろそれと   
は正反対の．政所得，大学もでていない．若いヒスパ   
ニックあるいは外国生まれの女性たちである。言い換   
えれば彼女たちは，できることが極蓄に限られ．チャ   
イルド・ケアを頼むにはコストがかかりすぎるため   
に．きわめてしばしば．仕事をしようにも選択の余地   
がまったくないというわけである。－センサス局の新   
しい報告がもたらしたこうした結果は，母親とは誰   
か，なぜ彼女たちは今こうしたことをやっているかと   
いったことにかんする，これまでのお喋りを再構成す   
る必要を．われわれに痛感させる。一」   




























（4）キャリア形成および“OPTOUT   


































96）■■optout‖or“pushedOut”？：HowthePressCovers   
Work／FamilyConflict（TheCenterforWorkLifeLaw．   
UniversityofCalifornia，2006，WWW．WOrklifelaw．orgか   
ら検索）p．5は，ニューヨーク・タイムズだけの記事で   
も，そのような論旨が，1980年「多数の若い女性が今   
やキャリアより家族優先」，1986年「キャリア保持の見   
せ掛け」，1988年「専門職の女性が再び家庭に向か   
う」，1991年「アイデアとトレンド：二重所得家庭の事   
例：経済学では説明できないこと」，1994年「職場を去   
り後ろを振り向かない者」，1996年「一度は雇われた   
が，今は家でこれからの問題を議論している」．1997年   
「家庭のために医療から身をひいた女性たち」，2001年   
「1歳以下の子をもつ母親の在宅が増えている」．等々   
といった見出しの記事によって掲載されてきたことを   
述べている。  
97）MarthaF．EricksonandEnolaG．Aird，”TheMotherh00d   
Study：FreshInsights on MothersIAttitudes and   
Concerns”（A ReportCommissioned by the Mothers’   
Council，2005，WWW．mOtherhoodproject．org／？cat＝23   
から検索）p．2，41，  
98）Lisa Belkin，The Opt－Out Revolution，T7zeNew nrk   
77mesMagazine，October26，2003（www．nytimes．com／   
2003／10／26／magazineから検索）。筆者のベルキンはニ   
ューヨーク・タイムズヘのcontributing writer と紹介   
されている。   































































99）ガラスの天井より先に「母親の壁」（maternalwall）   
のところで前進を止めるという表現が．前年JoanC．Wi11iams   
が香いた論文から引用されている。ほかにべルキンの   
論稿には．「合衆国センサスでこの10年未満に，在宅   
の母親に育てられている子供の致が13％近く増加して   
きている。と同時に．新しく母親になってから戦場に   
復帰する割合は1998年の59％から2000年に55％まで低   
下した」．「25歳から44読までというキャリア形成にと   
っての最重要期に．完全には囁を放棄しないがスケー   
ル・ダウンした母親を見ると．そのうちの3分の2は   
週40時間未満の労薗時間つまりバート・タイムであ   
る。」．「MBAの資格者を見ると白人男性の95％がフ   
ル・タイムの既にあるのにたいして．白人女性では67   
％にすぎない。」「19飢年のスタンフォード大学のク   
ラス草案者の追跡調査では．草案から10年間に乳幼児   
の世話をするため少なくとも1年以上在宅で過ごした   
母親が57％にのほった」等々の記述がある。  
100）しかしながらなかには．生物学を持ち出して「男と   
女の脳は考えたり感じたりする反応が遜っていて．そ   
こから違った選択が生ずる」「いくら男女が平等にな   
っても．女が母親になり育児で感ずる喜びは女に固有   
のものだ」といった証言があったことも（肯定的に）   
記されている。   












































































101）ベルキンの論説に続く．2004～2006年ころのニュー   
ヨーク・タイムズがオプト・アウト肯定の側からどう   
いう記事を掲載してきたかについて，前掲（注96）の   
“OptOut’’or“pushedOut’’？のp．5を参照。   
アメリカにおける家事労働の歴史文献をたどる（森  呆）  109  
た。102   



























































102）“OptOu（or“pushed Out”？では．女性が職    
を去ったケースを扱った1980年から2006年にかけての   
記事119件を吟味したうえで．「オプト・アウト」論を   
次のように批判する。（》オプト・アウト論はアメリカ   
女性のたかだか8％を占める専門職・管理職の女性を   
扱っているにすぎない，（∋女性が職を辞した理由で家   
庭生活からの「プル」はごく小さな要因にすぎず．近   
年の研究では86％までが職場からの「プッシュ」（職   
務の非柔軟性など）を決定的な要因としている．③一   
旦職を辞した女性が復職するのがいかに困難であるか   
をオプト・アウト論は軽視している．（彰オプト・アウ  
ト論は女性が職を辞めた「後」や離婚をする「前」の   
ような特定の状況にばかり焦点を当てるが，これは離   
婚率50％の社会を論ずるのには非現実的である．と。   
さらにこの論説は，オプト・アウト論を越える独自の   
論点として．（》今日の母親はけっして育児のために在   
宅する志向を強めているのではないが．実際に生じて   
いる趨勢としては．夫の家事への貢献と妻の労働時間   
との両方が減退しつつあるということである．◎学歴   
の高い女性のほうが低い女性よりも就業の意欲は高い   
傾向がある．③オプト・アウトするという女性の意思   
決定はけっして「伝統的」価値への回帰でなく．専門   
項の母親が在宅を選好する理由の多くは伝統的なもの   
でない．とする。  
103）PamelaStone．OpTingOLLl？：l叫yWbmenJbIb，QLLit   
Cαrgビ打α几d〃g血〟0用ど，2∞7．  1鋸）Ibid＿p息   











に残したい。   
